
 
 

 

令和８年度被害者保護増進等事業費補助金自動車運送事業の安全総合対策事業 
（ 先進安全自動車（ＡＳＶ）の導入に対する支援 ） 

 

 補助対象装置、補助対象車両、補助限度額 補助率１/ ２（１/３ ） 

番号 補助対象装置 補助対象車両（注1） 補助限度額（注2） 

① 
衝突被害軽減ブレーキ 
（歩行者検知機能付き） 

・バス、車両総重量３.５t超のトラック 
（注3） 

100,000 円（67,000 円） 

② 
車間距離制御装置＋  

車線維持支援制御装置 
・タクシー、バス、トラック 100,000 円（67,000 円） 

③ ドライバー異常時対応システム ・タクシー、バス、トラック、 100,000 円（67,000 円） 

④ 先進ライト ・タクシー、バス、トラック 100,000 円（67,000 円） 

⑤ 側方衝突警報装置  ・バス、車両総重量３.５t超８t以下のトラック 50,000 円（33,000 円） 

⑥ 後側方接近車両注意喚起装置  ・バス、車両総重量３.５t超のトラック 50,000 円（33,000 円） 

⑦ 
統合制御型 
可変式速度超過抑制装置 

・バス 100,000 円（67,000 円） 

⑧ アルコール・ インターロック ・タクシー、バス、トラック 100,000 円（67,000 円） 

⑨ 
事故自動緊急通報システム 

（注４,注５） 
・タクシー、バス、トラック 50,000 円（33,000 円） 

⑩ 車輪脱落予兆検知装置 （注４） 
・車両総重量８t以上のトラック 

・乗車定員３０人以上のバス 
50,000 円（33,000 円） 

⑪ 道路標識注意喚起装置 ・タクシー、バス、トラック 30,000 円（20,000 円） 

⑫ 自動式前照灯照射方向調節装置 
・タクシー、バス、車両総重量３ .５t超のトラ

ック 
50,000 円（33,000 円） 

注１：中小企業者に該当する自動車運送事業者（軽貨物運送事業者を除く。）が事業の用に供する自動車とする。
ただし、貸切バスにあっては、中小企業以外の事業者が事業の用に供する自動車についても対象とする。） 

注２：（ ） 内は、貸切バス事業者のうち中小企業以外の事業者が事業の用に供する自動車に適用する補助限度額を示す。
また、同一車両に複数の装置を装着する場合の車両１台分あたりの補助限度額は、トラックについては2 0 0 , 0 0 0 円
（車輪脱落予兆検知装置（後付けを除く。）を備えた場合は250,000円）、バスについては3 0 0 , 0 0 0 円（貸切バス

事業者のうち中小企業以外の事業者が事業の用に供する自動車は2 0 0 , 0 0 0 円）、タクシーについては1 5 0 , 0 0 0 円と
する。 

注３：トラクタに装着するものであって、当該トラクタとともにトレーラーを導入する場合は15 0 , 000 円とする。 

注４：国土交通大臣の選定を受けた装置については、後付けも可とする。 

注５：後付けの事故自動緊急通報システムについての補助限度額は30 , 0 00 円（ 貸切バス事業者のうち中小企業以外の事業
者が事業の用に供する自動車は2 0 , 0 0 0 円）とする。また、サブスクリプションによる導入も補助対象とすることとし、

その場合の補助限度額は12ヶ月分の料金×１/ ２（ 貸切バス事業者のうち中小企業以外の事業者が事業の用に供する自
動車は１/３）とする。 

 事業スキーム 
 

 申請受付期間 

公募発表の日～令和９年１月２９日（金） 午後５時００分 

事業詳細は、公益財団法人日本自動車輸送技術協会のホームページでご確認ください。 
U  R  L  : https:// ataj - asv.jp  

【お問い合わせ】公益財団法人 日本自動車輸送技術協会 事業部（補助金執行グループ） 
電話番号  : 03-4330-1024 
E- mail  : kokuhojo@ ataj. or. jp 

対象者：タクシー事業者等・バス事業者等・貨物自動車運送事業者等 補助金申請 

補助事業執行団体：公益財団法人 日本自動車輸送技術協会 補助金申請の審査・採択 

国：国土交通省 補助金交付・指導監督 
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補助金の申請から交付されるまでの流れ（実績申請） 

申 請 者 J A T A 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※申請ポータルサイトより申請（入力、資料送信）を行う際は、公募

要領を熟読のうえ交付規程に従ってお手続きをお願いいたします。 

ご不明な点がございましたら、補助金執行グループお問い合わせく

ださい。 

注）申請時に書類の不足や入力に不備がある場合、申請を受理でき

ないことがあります。申請システムご入力前に必要書類、ご入力事

項等を十分ご確認くださいますようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2 申請システムより通知（メール）を行う 

 

補助対象装置の概略について 

①  衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き） 

レーダーやカメラ等により先行車や歩行者等との距離を検出し、危険な状況にあるかどうかを監視します。追突等の危険性が

高まったら、音等によりドライバーにブレーキ操作を促します。それでもドライバーがブレーキ操作を行わず、衝突するとシス

テムが判断した場合、自動的にブレーキをかけ、衝突の回避又は被害を軽減します。 

  

②  車間距離制御装置＋車線維持支援制御装置  

交通環境等を的確に把握し、設定した車速、前走者との車間距離及び車線の維持を支援します。これにより、先行車への追従

走行や車線維持に係るドライバーの運転負荷を軽減します。 

 

③  ドライバー異常時対応システム  

 ドライバーが安全に運転できない状態に陥った場合に、ドライバー又は乗客等が非常停止ボタンを押下したり、システムがド 

ライバーの異状を検知することにより、車両を自動的に減速・停止させます。 

 

④  先進ライト  

 前方の交通状況に応じて、ハイビームとロービームを自動で切り替えたり、照射方向や照射範囲を自動で変化させることによ

り、先行車や対向車の眩惑を防止します。「自動切換型前照灯」「自動防眩型前照灯」「配光可変型前照灯」は、この「先進ライト」

に該当します。 

 

⑤  側方衝突警報装置  

 右折、左折、車線変更又は交差点への進入の際に、走行中の自転車等との衝突の可能性を予測し、衝突の可能性が高い場合に

ドライバーに音等により警報します。 

 

⑥  後側方接近車両注意喚起装置  

 後側方から接近する自動車等がある場合に視覚的方法等によりドライバーに通知し、車線変更、隣接車線へ進入する際に、後

側方の自動車等との衝突の危険性を視覚的方法等によりドライバーに警報します。 

ＡＳＶ装着車両購入又は装置購入（後付けのものに限る） 

・新車 自動車検査証の新規登録令和８年４月１日以降 

・使用過程車の場合は令和８年４月１日以降購入・装着 

（後付けのものに限る） 

申
請
シ
ス
テ
ム 

・交付申請兼実績報告書※1 

（交付規程様式等 第１号様式（第４条関係） 

・請求書※1 

（交付規程様式等 第４号様式（第８条２項関係） 

申 請
※１

 
・交付申請兼実績報告書 

（交付規程様式等 第１号様式（第４条関係） 

・請求書 

（交付規程様式等 第４号様式（第８条２項関係） 

・交付決定通知書兼交付額確定通知書※2 

（交付規程様式等 第２号様式（第６条 1 項関係） 

補助金【支払】 

 

通 知※2 
・交付決定通知書兼交付額確定通知書 

（交付規程様式等 第２号様式（第６条 1 項関係） 

補助金【受領】 

審 

査 

 

不 備
※2
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⑦  統合制御型可変式速度超過抑制装置  

 予め設定した速度以下となるよう、燃料カットや補助ブレーキを統合的に制御します。これにより、長い下においても速度超

過を抑制でき、安全速度の維持を支援します。 

 

⑧  アルコール・インターロック  

 ドライバーの呼気から設定値以上の濃度のアルコールを検知した場合、エンジンを始動できなくします。 

 

⑨ 事故自動緊急通報システム（後付けも含む※２）  

 大きな事故が発生した際、自動的にコールセンターへ通報され、コールセンターとの通話も可能となります。なお、消防へは、

当該コールセンターから通報され、位置情報、時刻、車両情報等が発報されます。 

注：後付けのものは、国土交通省、選定要領に基づいて選定されたシステムとなります。 

参考：令和８年度選定 先進安全自動車(ASV)の導入に対する支援（後付け事故自動緊急通報システム選定一覧） 

 
システム名称 装置名称（型式） 提供元 システム概要又は URL 要件適否 

１ 
見守るクルマの保険 

（プレミアム ドラレコ型） 

通信機能付きドライブレコ

ーダー 

（STZDR900） 

三井住友海上火

災保険株式会社 

https://www.msins.com/

personal/car/gk/mimam

oru-dr.html 

適 

 

⑩  車輪脱落予兆検知装置（後付けも含む※2） 

 大型車の車輪のホイール・ナットの緩みを検知し、車輪の脱落のおそれをドライバーに視覚的方法等により警報します。 

注：後付けのものは、国土交通省、選定要領に基づいて選定された装置となります。 

参考：令和８年度選定 先進安全自動車(ASV)の導入に対する支援（後付け車輪脱落予兆検知装置選定一覧） 

     
装置名 装置型式 

装置 

メーカー名 
システム概要又は URL 

要件 

適否 

備

考 

１ 
Wheely-safe 社製ナット隙検知型車

輪脱落予兆検知システム 

WL-315-2 

（センサ型式） 
佐藤商事株式会社 

https://wheely-

safe.com/our-product 
適 ― 

２ 
タイヤ脱落予兆検知システム 

(通称『天護風雷』) 
DT32A 

株式会社東海理化 

電機製作所 

https://www.tokairika.co.jp

/products/tengofurai/ 
適 ― 

 

⑪  道路標識注意喚起装置 

 道路標識の見落としによる事故を防止するため、走行中に道路標識（少なくとも「最高速度」「はみ出し通行禁止」「一時停

止」「車両進入禁止」の４つの標識）を検知し、その情報を視覚的方法等によりドライバーに情報提供又は注意喚起します。 

 

⑫  自動式前照灯照射方向調節装置 

 車両の乗車・積車状態に応じ、すれ違い前照灯（ロービーム）の照射方向を上下に自動修正し、先行車や対向車の眩惑を防止

します。 

 

※1 「トラック」には、「トラクタ(第五輪を有するものに限る。)」も含まれる。 

※2 「後付け装置」とは、新規登録後（使用過程車）に追加してり付けられた

装置をいう。（申請パターン例をご覧ください。） 
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質  問 回  答

１ ・補助事業の詳細はどこで確認できますか。 申請ポータルサイトに掲載されている交付規程・公募要領をご確認ください。 

２ ・本事業の「交付要綱」はどこで確認できますか。 申請ポータルサイトに掲載されている交付要領をご確認ください。 

３ ・本事業の「実施要領」はどこで確認できますか。 申請ポータルサイトに掲載されている実施要領をご確認ください。 

４ 
・補助金が交付されるまでの大まかな流れを教えてくださ
い。 補助金申請の流れを（実績申請）をご覧ください。 

５ ・申請期間を教えてください。 公募発表の日 ～ 令和 9年 1月 29日（火）17:00までとなります。 

６ 
・予算状況によっては、期限前でも申請を締め切る
可能性はありますか。（予算がなくなったら終了ですか） 

当該予算額に達した時点で申請の受付を締め切る予定です。 
申請期限より前に受付を締め切る場合は、申請ポータルサイトにて随時公表いたします。 

７ ・他の補助を受けている場合、申請はできますか。

先進安全自動車（ASV）の導入に対する支援と他の補助金への併用につきまして、お問い合わせはご遠慮いただいております。 
当該補助金は先進安全自動車（ASV）の装置の導入に係る補助金です。 
その申請にあたっては、搭載証明書が必須となります。 
他の国の補助金との併用については下記の①②が満たされれば併用可能です。 
①補助の目的が同一でない。
②補助対象経費が重複していない。
併用をご検討されている補助金の目的をご確認頂きご判断願います。

８ ・どのように申請したらよいですか。 ホームページから申請システムにログインいただくことで申請いただけます。
詳しくは、ホームページに掲載されているマニュアルとシステム利用手順書をご確認ください。

９ ・郵送や電話、持ち込みで申請できますか。 郵送や電話、持ち込みでの申請は受け付けておりません。電磁的方法(パーソナルコンピューター(PC))を用いてブラウザから 
インターネットを介して送信する手段のみ申請が可能です。

１０ ・電磁的方法とはどのような方法ですか。 パーソナルコンピューター(PC)を用いてブラウザからインターネットを介して送信する方法です。 

１１ ・スマートフォンもしくはタブレットで申請はできますか。 電磁的方法(パーソナルコンピューター(PC))からの申請を推奨しており、スマートフォンやタブレット等の他のデバイスからの申請は
動作保証外のため、途中で問題が発生しても責任は負いかねます。 

12 
・本事業における申請システムのマイページにログインす
る手順を教えてください。

申請システムより、申請者登録 
1.申請者仮登録入力画面 メールアドレス等を入力し利用者登録をお願いいたします。
2.登録を行ったメールアドレス宛に本登録設定用メールが届きます。
3.メール本文内のリンクをクリックし、申請者本登録入力画面で設定をお願いいたします。
4.本登録を行ったメールアドレス宛に本登録完了メールが届きます。
※詳細はシステム利用手順書をご参照ください。

【FQA】
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１３ 
・利用者登録をしましたが、パスワードを設定するメールが
届きません。 

以下の原因が考えられます。 
・登録されたメールアドレスが誤っている 
・特定のメールアドレスのみを受信可能にしている 
※「mailto:noreply@ataj-asv.jp」からのメールを受信可能とする設定にしてください。 
・迷惑メールフォルダに振り分けられている 

１４ 
・申請システムのマイページのパスワードを忘れてしまい
ました。 

ログイン画面に表示される「パスワードを忘れた方、変更されたい方はこちらをクリックしてください」からパスワードの再設定を行
っていただけます。詳しくは、当ホームページに掲載されているシステム利用手順書をご確認ください。 

１５ ・申請者は代表取締役以外の社員でもよいですか。 申請者は代表者の方となります。（※個人事業主の場合は、事業主ご本人で結構です。） 

１６ 
・個人事業主ですが、本人確認書類は何を提出すればよいの
でしょうか？ 

申請手続きにあたり、申請者（個人事業主の場合は事業主ご本人）の氏名および住所が確認できる書類として、運転免許証または住民
票のご提出をお願いいたします。 

１７ ・申請の必要書類はどこで確認できますか。 
当ホームページに掲載されている公募要領にて必要書類をご確認いただけます。 
なお、申請時に書類の不足や入力に不備がある場合、申請を受理できないことがあります。申請システムご入力前に必要書類、ご入力
事項等を十分ご確認くださいますようお願いいたします。 

１８ 
・申請書に添付した書類は、申請完了後、返却していただけ
るのでしょうか。 

申請書に添付されていた書類(電子ファイル)は、申請完了後も返却することができません。申請システムに電子媒体で添付した書類 (オ
リジナルファイル)は、補助金受領後も消去せずに保管していただきますようお願いします。 

１９ ・申請書類の事前確認はしていただけるのでしょうか。 申請書類の事前確認は行っておりません。（ご不明な点がございましたら事業部 補助金執行グループ(03-4330-1024)までお問い合わ
せください。 (受付時間 9:00～17:00 ※土曜・日曜・祝日、及び年末年始を除く) 

２０ ・帳簿の保管義務はありますか。 

保管義務があります。事業者は、補助事業の経費については、帳簿及び全ての証拠書類を揃えて他の経費と明確に区分し、常にその収
支の状況を明らかにしておく必要があります。また、帳簿及び証拠書類を補助事業の完了(廃止の承認を 受けた場合を含む。)の日の属
する年度の終了後 5年間、大臣の要求があったときは、いつでも閲覧に供せるように保存しておく必要があります。 
参照（国土交通省の「被害者保護増進事業費補助金交付要綱」の第２０条） 

２１ 
・申請システムで提出書類を添付したが、完了ボタンが押せ
ず完了できません。 

申請に必須となる提出書類全てを添付しないと完了ボタンを押すことができません。そのため、必要となる書類全てを添付したうえで
完了ボタンを押してください。必要となる書類詳細は、当ホームページに掲載されているシステム利用手順書をご確認ください。 

２２ 
・「不備訂正依頼のご連絡」というメールを受領したのです
が、どのように対応すればよいですか。 

申請内容等に不備がある場合、審査を行うことができません。速やかに申請内容を訂正のうえ、再提出いただきますようお願いいたし
ます。メール本文中記載の申請番号をご確認いただき、当ホームページに掲載されているシステム利用手順書をご参照のうえ、ご対応
ください。 

２３ ・交付決定通知はどのように実施されますか。 審査完了後、交付決定及び額の確定について事務局からメールをお送りします。メールに記載されている URLから申請システムにログ
インいただき、「交付決定通知書兼交付額確定通知書」 をご確認ください。 

２４ 
・申請フォームの「補助対象経費」は何を参照して入力すれ
ばよいですか。 装置の単価は自動計算されますので、搭載証明書に記載されている金額を正確にご入力ください。 

２５ ・補助事業の完了年月日には何を入力すればよいですか。 
新車搭載装置購入、後付け装置購入（装着）、支払いまで完了した日をご入力ください。支払いが完了した日については、対象の領収書
等に記載されている日付をご確認ください。なお、新規登録前に支払いを済ませている場合は、『自動車検査証記録事項』の「登録年月
日」を入力してください。 

２６ 
・電子取引等で領収書が出ないものについてはどうしたら
よいでしょうか。 別途、機器販売店より領収書等を作成していただき、提出してください。 
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２７ 
・手形処理で補助対象機器を購入した場合、領収書は発行されま
せんが、銀行の手形処理の電子領収書で申請することができま
すか。 

電子領収書もしくは通常(手形)の領収書を添付してください。 

２８ 
・振込先口座名義人が文字数超過ですべて入力できない場合はど
のようにしたらよいですか。 

振込先口座名義人については、最大 30文字までの登録のため、30文字を超過する場合は口座名義人(カナ)の頭からスペースも含め 30
文字をご入力ください。 

２９ ・補助金の振込元口座名を教えてください。 

以下の通りとなります。 
口座名： 公益財団法人日本自動車輸送技術協会  
口座名カナ：ザイ)ニホンジドウシヤユソウギジユツキヨウカイ 
※その他の情報が必要な方は、事業部(03-4330-1024)までお問い合わせください。 

３０ ・補助対象となる事業者を教えてください。 公募要領 ３．補助対象事業者、補助対象装置及び補助対象車両をご覧ください。 

３１ ・申請者は法人でなければいけないのでしょうか。 申請者は法人に限らず、個人でも対象事業を経営する方であれば申請が可能です。 

３２ ・すでに購入・実施している補助対象機器でも申請はできますか。 
令和８年４月１日以降～令和９年１月２９日までに購入・装着し、かつ支払いが完了（事業完了）しており、補助対象装置のものであ
れば申請いただけます。 

３３ 
・公募要領に掲載されている装置以外に、補助対象となる装置は
ありますか。 

交付規程、公募要領にある補助対象装置一覧に記載されているもののみが対象です。なお、後付け装置につきましては、国土交通省 補
助対象装置の選定を受けていない装置は補助金の対象となりませんのでご注意ください。 

３４ 
・リースで「後付け対象装置」を導入（購入・装着）した場合も
補助対象になりますか。 

補助対象になます。補助対象となる機器のリース期間が原則として、トラック・タクシーは３年～５年以上、バスは５年以上とし、リ
ース契約期間が当該期間を満たしていない場合は、その契約期間満了後も取得から当該期間を満たすまでの間となります。 

３５ 
・転リース契約の申請可否について 
 （別のリース会社と契約し、別のリース会社が事業者様と契約
する「転リース」契約の形でも申請が可能でしょうか。） 

転リースは補助金対象外となります。 

３６ 
・後付けの「事故自動緊急通報システム」及び「車輪脱落予兆検
知装置」について、国土交通大臣の選定を受けたものであるこ
とはどこで確認できますか。 

国土交通省 HP（参照）または上記に掲載されている選定装置一覧表をご確認ください。 
国土交通省（参照）：先進安全自動車（ASV）の導入に対する支援（令和８年度） 

３７ 
・補助対象装置は各々機能要件を満たすものであることとされて
いますが、どのように確認すればよいですか。 

自動車メーカーや販売店（ディーラー）が発行する搭載証明書の提出により確認いたします。 

３８ 

・申請した情報を変更したいのですが、どうすればよいでしょう
か。 

 
・申請後に申請内容に不備があることに気付いたのですが、 
どうすればよいですか。 

 
・申請を取り下げたいのですが、どうすればよいでしょうか。 

個別にご対応いたしますので、事業部 補助金執行グループ(03-4330-1024)までお問い合わせください。 
 (月曜日～金曜日 受付時間 9:00～17:00 ※土曜・日曜・祝日、及び年末年始を除く) 
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３９ 
・領収書等には何が含まれますか？ 
（領収書以外にはどのような書類が対象ですか。） 

電子領収書は、販売会社の押印があれば領収書として有効です。 
振込依頼書の写しは金融機関の出納印があれば、領収証の代用になります。 
ネット振込みの控えをプリントアウトしたものは金融機関の出納印があれば、領収証の代用になります。 

４０ 
・令和７年度申請に登録した IDは、令和８年度使用できるので
しょうか 

同一アカウントを利用していただく事で、令和 7年度も令和 8年度も申請されたアカウントという紐づけがデータ上管理されます。 
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